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子どもは社会の宝です。「子育て先進県」として子どもが輝く県政にします。

（１）子育て支援を積極的に進めます。
イ 子どもの医療費窓口無料化を行います。県の制度として、中学卒業まで順次進めます。

ロ 保育所について

・ 子ども・子育て支援新制度」にあたっては、少なくとも現行保育制度の最低基準の堅持「

し、公的保育を拡充し、自治体の責任で子どもの安全と成長発達保障を守り育てられる環

境をつくります。

・県の制度として長子が１８歳未満の第３子の保育料を無料にします。

・病児保育所の定員枠を拡大するとともに、補助金を増やし利用者の負担減を図ります。

ハ 学童保育について

・学童保育の適正規模を最大４０人とし、必要とする児童が全て入所できるよう、県独自の予

算措置を行います。県単独の小規模学童保育への補助を復活します。

ニ 職員の処遇や施設の耐震化について

・保育所・幼稚園・学童保育などの職員の処遇を専門職にふさわしく改善していきます。

・子どもたちの命に関わる施設の、耐震診断・耐震対策を義務化し、県としての予算措置を順

次行い耐震対策を進めます。

（２）すべての子どもたちが生き生きと学べる質の高い教育環境を整備します。
・３０人以下学級を小中学校全学年で順次計画的に進めます。

・定数内外の臨時教職員の配置を抜本的に是正し、定数内の常勤講師は速やかに正規化し、非

常勤講師も計画的に正規化を図ります。

・県独自で、返済不要の給付型奨学金制度（高校生・大学生・専門学校生）を創設します。

・学校給食費への補助を早急に検討し、父母負担の軽減を図ります。

・県立学校については教室ごとにクーラーを設置します。小中学校については市町と協力して

設置できるよう県として予算化をします。
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提言に関する資料等

（１）子育て支援を積極的に進めます。
イ 子ども医療費窓口無料化について

子どもの医療費窓口無料化を行います。県の制度として、中学卒業まで順次進めま

。す
・県議会で４度の請願が採択されても拒否

・市町議会で採択された、窓口無料化を求める意見書、１９自治体中１６自治体。

・ 。全国３６都府県が窓口無料

窓口無料で無い１１道県の状況（・県としては償還でも ・・・北海多くの市町で窓口無料化

道・埼玉の２道県、熊本は県としての制度は無いが、 、 ・市町の窓口無料化に助成 自動償還

・・岩手・福井・長野・三重・奈良・鹿児島・沖縄の７県、何も無いのは石川だけ）

窓口無料化を実施・県の現行制度（入院：小学校就学前、通院：３歳児 自己負担１千円）で

（県の試算）するには、３億３千万円で。

親の声に耳を傾けて

子どもが病気になると子どもを心配する前に、お金の心配をしなければならない 「知事「 」

は、無料化すると”制度のありがたさが分からなくなる”というが、私たちは知事から施し

を受けてるわけではない」

ロ 保育所について

「子ども・子育て支援新制度」にあたっては、少なくとも現行保育制度の最低基準の堅

持し、公的保育を拡充し、自治体の責任で子どもの安全と成長発達保障を守り育てら

れる環境をつくります。
・現行の保育所の人員配置は１歳児で６：１、３歳児で２０：１。これでは災害時の対応が十

分に出来ない状況です。せめて金沢市なみの１歳児５：１，３歳児１５：１にしていくことが

求められます。また３歳児までは複数担任にすることも重要です （金沢市の基準では０歳児。

３：１。災害時には０歳の子どもを保育士１人で避難は実際には困難 ）。

・ 地域型保育事業」として新たに国の給付が行われる小規模保育（定員 人、 歳の保「 6~19 0~2
育を提供）は、新制度の全体実施を待たずに実施予定。小規模保育では保育者のうち半数に保

育士資格があれば、市町のが認可できるようになります。これでは一人ひとり違う成長過程を

たどる子どもたちの発達を保障できるのか、事故の多い 歳の子どもを預けて大事洋舞なの0~2
か、とても不安」と先行実施されている東京都の保護者からの声もあります。その意味では認

可保育所と同等の認可基準の条例化が求められています。

・ 子ども・子育て支援新制度」が２０１５年４月から実施の予定。保育室の面積や保育士配「

置などの基準を規制緩和し、保育所の民営化や企業の参入などに道を拓こうとしています。こ

うした国の動きに対して自治体として現行保育制度の最低基準を堅持し、公的保障を拡充する

ことが大切になっています。

県の制度として長子が１８歳未満の第３子の保育料を無料にします。
・高くて払えない保育料に悲鳴が上がっています。以前にあった県の制度としての第３子の保

育料の無料化は切実です （長子が保育園在園の場合は無料）子どもが学校に通う間はまだま。

だ父母負担が重くのしかかっています。
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病児保育所の定員枠を拡大するとともに、補助金を増やし利用者の負担減を図りま

す。
・核家族が増えています。女性の社会進出も拡大しています。安心して働くためにも子どもが

病気になった時、安心して預けられる病児保育所は助かります。まだまだ病児保育を担う病院

。 、 。やクリニックは足りません 自治体として補助金を増やすなど その対応が求められています

ハ 学童保育について

学童保育の適正規模を最大４０人とし、必要とする児童が全て入所できるよう、県独

自の予算措置を行います。県単独の小規模学童保育への補助を復活します。
・現行基準では７０人を単位としていますが、学童保育の基準は最大４０人が適正規模と現場

では要望があがっています。学童保育の国の基準について検討してきた「放課後児童クラブの

基準に関する専門委員会」の２０１３年１２月１１日開催の第７回会議の報告書でも、児童の

集団の規模は「おおむね４０人までとすることが妥当」とし、おおむね４０人を超えるクラブ

については「一つのクラブの中で、複数の児童の集団に分けて対応するよう努めることとし、

国としてもおおむね４０人規模のクラブへの移行を支援していくことが必要」などとされてい

ます。

・現在対象児童は小学校１～３年までとされていますが、まだまだ小学校４年生以上でも家庭

~に子どもたちだけで過ごさせることに心配や不安を持っている家庭が多くあります 小学校１。

３年に限定せず、入所を必要とする小学校６年生までの児童の受け入れが求められています。

・児童数１０人未満の学童保育については、国庫補助が受けられないため自治体の独自施策に

頼らざるを得ず、財政の脆弱な自治体では学童保育の存続が難しくなり、保護者が思い財政負

担で悩んでいる実態があります。現実に学童保育を継続できなくなった施設もあります。以前

にあった県単独の小規模施設への補助の復活は待ったなしです。

ニ 職員の処遇や施設の耐震化について

保育所・幼稚園・学童保育などの職員の処遇を専門職にふさわしく改善していきます。
・公立 市立保育園や幼稚園ともに非正規職員 無資格保育補助等の採用が増えています 仕、 、 。「

事は同じ。だけど身分保障はワーキングプア層」の実態です。こうした実態の改善が早急に求

められています。

・学童保育指導員は現在、経験加算、定期昇給などが無く、安定的に働き続けられない状況に

あります。学童保育指導員の仕事は、子どものいる時間だけでなく、準備作業や記録、打ち合

わせ、研修など準備時間が必要です。現在は子どものいる時間の保障になっています。常勤と

しての勤務時間、賃金が保障されるような基準の制定が求められ、また予算措置が大事です。

子どもたちの命に関わる施設の、耐震診断・耐震対策を義務化し、県としての予算措

置を順次行い耐震対策を進めます。
・保育所・幼稚園・学童保育や小中学校・高校・特別支援学校など、子どもたちが生活する施

設の耐震対策は待ったなしです。学校関係は平成２７年度末までに耐震対策１００％が県とし

て掲げられていますが、それ以外についてはまだはっきりしていません。
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（２）すべての子どもたちが生き生きと学べる質の高い教育環境を整備します。
子どもたちの悲鳴が聞こえます

・新聞報道 によれば、石川県の小中学校の不登校児童生徒（北陸中日新聞 ２０１３．１２．１１付け）

は２０１２年度文科省調べでは１１０５件で２０１１年度１０９０件（県教委資料）より１５

件増、高校は４５７件で２０１１年度４１６件（県教委資料）より４１件増。

・ いじめ」も２０１２年度文科省調べでは石川県は小中学校、高校、特別支援学校合わせて「

１４４１件で２０１１年度１１７６件（県教委資料）より２６５件増。

・２０１１年度の公立高校生の中途退学者は３９９人。大きな高校の１学年分の生徒数に当た

ります。

３０人以下学級を小中学校全学年で順次計画的に進めます

子どもたち一人ひとりに丁寧な対応をするためには、３０人以下学級が必要です。

すべての小中学校で３０人学級を実現することは可能です。
学年別必要教員数小中学全学年３０人 小学１，２年３０人学級

学級実施 教育委員会の試算実施 県教委数字で計算（ ）

（平成２６年１月３０日に推計）必要人数 ８８７人（正規で） １０３人（正規で）

必要経費 学年 必要教員数７４．５億円 ８．６億円

１年 ３６人・２０１３年度５月１日現在、市町独自で小学

小 ２年 ６７人校１年で３０人学級を白山市は４校、内灘町は

学 ３年 ８５人１校実施しています。かほく市では、小学校５

校 ４年 ７８人年生で３５人学級を２０１３年度から実施し、

５年 ８５人２０１４年度には小学校６年にまで広げること

６年 ８７人が決まっています。市町段階でも少人数学級実

中 １年 ９８人施の要望が高まっています。

学 ２年 ９２人・現在、国により小学校１，２年で３５人学級実施、

校 ３年 ８５人県独自で小学３，４年、中学１年で３５人学級選択

総計 ８８７人制実施。

教員１人（正規）の１年当たりの平均人件費約８４０万円・３５人学級を小学５，６年実施の場合、必要教員数

（総計には級外の教員増を含む）は８８人、中学２，３年で１４５人、計２３３人。必要

（１月の厚生文教委での日本共産党佐藤経費は１９．６億円

県議の質問に対する県教育長答弁 。）

・小学校低学年では、最近、多動性など様々な問題を抱えた子どもが増えてきています。せめ

て小学校１，２年での３０人学級実施が急務になっています。

定数内外の臨時教職員の配置を抜本的に是正し、定数内の常勤講師は速やかに正

規化し、非常勤講師も計画的に正規化を図ります。
、 、 。・２０１３年度 常勤講師６７０人 非常勤講師３３０人で教職員の約１１％を占めています

これでは継続した教育活動が難しくなっています。また学校内の校務分掌でも正規教職員に負

担が重くなっています。

・学校現場としては正規の教員増が何より求められています。正規の教職員が増えれば、学校

現場の多忙化も少しは解消されます。
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県独自で、返済不要の給付型奨学金制度を（高校生・大学生・専門学生） を創設しま

す。
・２０１４年度から公立高校授業料無償化制度が年収９１０万円以下世帯に制限され、年収２

５０万円未満世帯に教科書代や通学費に使える返済不要の「奨学給付金」制度を創設。 それ

にともい石川県は２０１４年度当初予算で住民税非課税世帯対象に返還義務の無い給付型奨学

金を支給するとして５千６百万円を計上 ・これまで高校生には、畠山育英資金（月８千円、。

１３名）と県立商業高校や商業科生徒対象の県立商業高校育英資金（月８千円、６名）の給付

型奨学金と貸与型奨学金制度（高校生 月１万８千円～３万５千円、２５０名 。大学・専門）

学生・専修学生には貸与型奨学金制（月４万４千円 ９５名）がありました。

・しかし、新聞報道 で、貸与型奨学金の滞納が「滞納額は０（北陸中日新聞 ２０１４．１．１７付け）

６年度をピークに減少しているものの、２０１２年度末で５千万円を超えている」と。このこ

とは、今、若者の半数近くが非正規雇用といわれる状況では、返済が大変困難なことが反映し

ています。

・県独自で予算を計上しての返済不要の給付型奨学金制度の創設が求められています。

学校給食費への補助を早急に検討し、父母負担の軽減を図ります
・４月からの消費税増税で、学校給食費の値上げが早速金沢市で検討されています（月額小中

学校とも３００円増で小学校４７００円、中学校５５００円 。ただでさえ、消費税増税で家）

計が苦しくなっている中、これでは大変です。

・早急に給食費補助を拡充し、市町への支援も含め検討します。

・国に消費税増税中止を求めます。

県立学校については教室ごとにクーラーを設置します。小中学校については市町と協

力して設置できるよう県として予算化をします。
・普通教室等のクーラーを で設置している県立学校は１８校。最近新校舎が完成した金PTA
沢商業高校も含めると１９校か。

・その他、加賀地区の県立学校及び小中学校については小松基地の騒音対策との関係で全教室

クーラー設置が行われている

・それ以外の県立学校や小中学校については、県教委は「県立学校については保健室・図書室

など特別教室を中心に設置されている。全教室設置については、耐震化や大規模改修などとの

（２０１３．１１．２１関係ですぐには難しい。小中学校については市町の判断」としています。

石川教職員の会が「教育の民主的改革に関する要請」で県教委と懇談・交渉したときの回答）


